
（１）貸借対照表（平成22年3月31日現在）　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

1.公共資産 58,821,782 22,449,835
 (1)有形固定資産 58,799,824 18,080,672
 (2)売却可能資産 21,958 1,373,901

2,995,262
2.投資等 3,475,791 0
 (1)投資及び出資金 1,014,966
 (2)貸付金 361,133 2,228,012
 (3)基金等 2,019,149 1,950,566
 (4)その他 80,543 277,446

3.流動資産 1,373,023
 (1)資金等 1,324,962
　(うち歳計現金) 231,814 24,677,847
 (2)未収金 48,061

38,992,749

資産合計 63,670,596 63,670,596

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
　　自：平成21年4月  1日 　　自：平成21年4月  1日

　　至：平成22年3月31日 （単位：千円） 　　至：平成22年3月31日 （単位：千円）

経常費用 12,082,807 期首純資産残高 38,242,049
1.人にかかるコスト 2,667,683 純経常行政コスト　　  　△ 11,602,717
(1)人件費 2,255,762 財源調達 12,353,425
(2)退職手当引当金繰入等 411,921 　地方税 2,663,878

　地方交付税 5,820,379
2.物にかかるコスト 3,758,469 　経常補助金 2,894,764
 (1)物件費 1,521,498 　建設補助金 304,771
 (2)維持補修費 220,892 　その他 669,633
 (3)減価償却費 2,016,079 その他 △ 8

3.移転支出的コスト 5,662,306 期末純資産残高 38,992,749
 (1)社会保障給付 2,042,615
 (2)補助金等 1,867,638 （４）資金収支計算書
 (3)他会計等への支出 1,501,555 　　自：平成21年4月  1日

 (4)その他 250,498 　　至：平成22年3月31日 （単位：千円）

1.経常的収支 3,326,873
4.その他のコスト △ 5,651 2.公共資産整備収支 △ 474,287
 (1)支払利息 324,447 3.投資・財務的収支 △ 3,020,663
 (2)その他 △ 330,098 当年度歳計現金増減額 △ 168,077

期首歳計現金残高 399,891
経常収益 480,090 期末歳計現金残高 231,814

使用料手数料等 480,090 （基礎的財政収支）
純経常行政コスト 　　収入総額 16,713,383
（経常費用－経常収益） 11,602,717 　　支出総額　　　　　　△ 16,881,460

　　地方債発行額　　　　△ 3,026,400
　　地方債元利償還額 2,454,021
　　財政調整基金等増減額 9,627

基礎的財政収支 △ 730,829

負債及び純資産合計

負債合計

純資産の部

純資産合計

 (3)退職手当引当金

 (4)その他

2.流動負債

 (1)翌年度償還予定地方債

 (2)その他

資産の部 負債の部
1.固定負債

 (1)地方債

 (2)長期未払金

普通会計財務４表（要約版）


